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本論文は，コンクリート構成則について，その基本挙動を大規模有限要素法解析に適するよう再構築し

た研究を受けて，それを実際に大規模有限要素法ソフトウェアに実装し，解析が実用可能であることをス

ケーラビリティの観点から示すものである．その際，破壊解析との併用を前提とした上記構成則を，引張

により発生するクラックの影響を考慮できるように拡張する．まず，本拡張について実装上のアルゴリズ

ムを整理した．次に，ソリッド要素をベースにモデル化した仮想的な原子炉建屋に対して地震応答解析を

実施し，そのスケーラビリティを示すことで，大規模 RC構造での実用性を示した． 
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1. はじめに 

 

建物や土木における鉄筋コンクリート（RC）構造物

の地震応答解析では，構造要素を用いた質点系のモデル

化を行うことが多い 1), 2), 3), 4)など．本来，構造要素は単純な

形状の領域をモデル化することを想定しているが，技術

者の裁量や技術力により，かなり広範な対象に適用され

る現状がある．詳細な検討が必要な複雑・大規模な構造

物を対象とする場合，構造要素が表現する物理モデルか

ら乖離するため，解析の信頼性が損なわれる．また，非

線形性を考慮する場合には，荷重条件に対する適用性も

大きな問題となる．そのため，原子炉建屋のような複雑

で大規模な構造物に対して，設計時と異なる荷重条件で

耐震性を検討する場合には，特に非線形化する材料は，

構造要素を主としたモデル化ではなく，ソリッド要素を

主としたモデル化を行い，構造物を構成する各材料に適

切な構成則を与え，解析を行うのが望ましい．  

一方で，ソリッド要素を主とする解析には，数値計算

上の問題がある．まず，自由度が大きくなることが挙げ

られるが，この点については，計算機の性能の向上や高

速ソルバの開発により，ある程度解決されたと考えて良

い．これに対し，本研究で扱うコンクリートのように，

弾塑性マトリクスに，ひずみが大きな領域では負の剛性

が現れるような特殊な材料を対象にする場合には，高速

かつ省メモリのソルバとして一般に用いられる CG法 5), 

6)ではパフォーマンスが出ない（多くの場合，解が得ら

れない）という問題がある．これは，依然大きな問題で

あるが，文献 7)に示されるように構成則を再構築し，剛

性マトリクスの正定値性を確保する手法も開発されてい

る．大規模有限要素法解析で RC構造物を扱うことに関

する障壁は取り除かれつつある． 

本論文では，文献 7)の研究を受けて，実際に大規模有

限要素法ソフトウェアに再構築されたコンクリート構成

則を実装することで，大規模有限要素法ソフトウェアで

コンクリート構成則が扱えることを示す．さらに，数値

解析上パフォーマンスが出辛いコンクリート構成則を用

いた場合にも，数値解析のスケーラビリティが十分に得

られ，規模の大きな問題にも実用可能であることを示す． 

ここで問題になるのは，再構築された構成則の適用性

である．文献 7)の構成則は，前川らの提案する構成則 8), 

9)を元に再構築を行ったものであるが，引張によるクラ

ックの影響を考慮しない場合を対象としたものである．
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これは，クラックの影響を，PDS-FEM10)のような破壊を

直接表現できる解析手法により取り扱うことを念頭にお

いたものであるが，構成則単体では，有意な解析を行え

ない問題がある．また，PDS-FEM のような破壊解析を

常に扱うのは，解析コストの面から合理的でない． 

そこで，本研究では，引続き前川らの提案する構成則
8), 9)を元に，上記の構成則をクラックの影響を考慮でき

るように拡張する．さらに，作成したアルゴリズムを大

規模有限要素法ソフトウェアに実装し，実際に CG法を

ベースとした高速ソルバを有するソフトウェアにおいて，

コンクリート構成則を扱うことが可能であることを示す．

なお，ここでは大規模有限要素法ソフトウェアとして，

ADVENTURECluster（開発：アライドエンジニアリン

グ）を用いる．本ソフトウェアは，大規模並列計算が可

能な汎用有限要素法ソフトウェアであり，CGCG法 11)と

呼ばれるCG法を用いた高速ソルバを有する． 

本論文では，まず，構成則の再構築について概略を示

す．次に，クラックの影響を考慮するための拡張につい

て，主にその実装上のアルゴリズムの観点から示す．さ

らに，実際に大規模有限要素法ソフトウェアに構成則を

実装し，高速ソルバを用いて解析を実施し，そのスケー

ラビリティについて示す．なお，上記の目的に鑑み，モ

デル化の妥当性については，本論文では扱わない． 

本論文では，標記を簡単にするため，ベクトルや 2

階・4階のテンソルは太字，1階と 2階の縮約は・と:，

テンソル積は⊗を使って表す．テンソルを成分表示する

際，総和規約が使われる． 

 

 

2. 再構築されたコンクリート構成則の概要 

 

本章では，使用する構成則の全体像を説明するため，

大規模有限要素法に適用するために再構築されたコンク

リート構成則について文献 7)を元に概説する．文献 7)の

構成則は，前川らによって提案された構成則 8),9)を元に

再構築したものであり，クラック発生前のコンクリート

モデルを対象としたものである． 

 

(1) 構成則の再構築のポイント 

 ここで扱うコンクリート構成則 8), 9)は，以下の 2 つの

関係式で表現される． 

E
εcσ : ．     (1) 

EP l εε d:d   (2) 

ここで，cは弾性テンソル，σは応力テンソル， ε，
E
ε ， P

ε はそれぞれひずみテンソル，弾性ひずみテンソ

ル，塑性ひずみテンソルを表す．d は各テンソルの増分

を表現している． l は弾性ひずみ増分と塑性ひずみ増分

の関係を与える 4階のテンソルである．構成則としての

特徴は 2つある．1つ目は，弾塑性破壊モデルを採用し

ており，弾性テンソルcが，ひずみや強度に依存する破

壊パラメータと呼ばれる変数の関数になっている点であ

る．2 つ目は，式(2)のように PE
εε dd  関係が与えられ

ていることである．つまり，関連流動則を仮定した弾塑

性構成則のように結果として P
εε dd  関係が与えられ

るものとなっていない．この結果，弾塑性テンソル EP
c

の表現に後述するような 4階の逆テンソルが表れるもの

となっている． 

大規模数値解析を考える時，構成則の表現に逆テンソ

ルが含まれると，全積分点で逆テンソルの計算が行われ

ることになり望ましくない．文献 7)は，コンクリート構

成則として示された関係式から適当な降伏関数を設定し，

それに対してコンシステンシー条件を要求することで， 

P
εε dd  関係を導出することを試みたものである．結

果として，逆テンソルの計算を行わない弾塑性テンソル

の算定手法を提案している．つまり，式(3)で表現され

る弾塑性マトリクスを等価な式(4)で表現することを提

案したものである． 

1))(:(  lEEP
Iεccc ．     (3) 

).)(:( LIεccc  EEP  (4) 

ここで， I は単位テンソルである．L は次式により，
P
εε dd  関係を与えるものである． 

εLε d:d P ．     (5) 

式(5)の導出においては，塑性ひずみの不変量 PJ2
が弾性

ひずみの不変量 EJ2
で与えられるという関係式 9)

（ )( 22

EP JHJ  ）から降伏関数 f を次式で与えている． 

)( 22

EP JHJf  . (6) 

詳細な式展開は省略するが，コンシステンシー条件とし

て， 0),( 22 EP JJdf を要求することで，塑性ひずみテン

ソルに関するこれまで着目されていなかった関係式が得

られる点が肝となっている． 

 以上により，構成則の再構築では計算負荷の軽減が達

成されている． 

 

(2) 構成則の再定式化 

 ここで扱うコンクリート構成則は，ひずみが大きな領

域では弾塑性テンソルが正定値性を失う．また，弾塑性

マトリクスを使って作成した全体剛性マトリクスは，対

称性を失う．これらは，特に CG法で扱うには大きな問

題となり，計算負荷が大きくなるだけでなく，解が算定

できないことも考えられる． 

 これに対して，弾塑性テンソルを使用せず，弾性テン

ソルのみを用いた支配方程式を用いて，上記の問題を解

決しようとするのが，ここで言う再定式化である．ここ

では，後述の拡張も考え，文献 7)の再定式化を多少一般

化して記述する． 
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 通常の弾塑性解析での支配方程式は次式で表される． 

0uc  ))d(:( EP ．     (7) 

これは，応力増分を次式で与える構成則に対応している． 

εcσ d:d EP ．     (8) 

この構成則を以下のように再定式化する． 

*dd:d σεcσ  ．     (9) 

この時， 

εcεcσ d:d:d *  EP ．     (10) 

これはコンクリート構成則に関係なく適用できる．再構

築された上述の構成則については，式展開により，
*dσ は次式で計算できる 7)． 

EEP
εεcεcσ d:):(d:d *  ．     (11) 

式(9)の再定式化された構成則に対する支配方程式は，

次式となる． 

0σuc  *d))d(:( ．     (12) 

本式の左辺第 2項は，見かけの節点力として取り扱えば

良い．これにより，変位増分の算定に，正定値かつ対称

の弾性テンソルが使われることになるため，CG 法の適

用が可能となる． 

以上で，文献 7)に示されたコンクリート構成則の再構

築・再定式化について概要を示した．なお，当該論文に

おいては，実ソフトウェアへの実装が課題となっている．  

 

 

3. 再構築された構成則の引張領域への拡張 

 

本章では，前章で説明した構成則に対して，引張によ

るクラックの影響を考慮できるように拡張を行い，構成

則単体でコンクリート材料を取り扱えるようにする．こ

こでも，導入する構成則は文献 8),9)による．文献から挙

動を整理し，実装において必要なアルゴリズムを示す．

本章で示すのは文献 8),9)におけるクラック発生後のコン

クリートモデルに対応する．なお，本研究は，コンクリ

ート構成則による負の剛性のスケーラビリティへの影響

を検討することが主な目的であり，特に除荷時の履歴に

関する挙動は簡略化している部分がある．1 章で示した

ように妥当性は検討の対象外であるが，ここで実装した

構成則の適用は，履歴の影響の小さいひずみレベルが比

較的小さい領域に限られると考えられる． 

 

(1) 引張領域の応力－ひずみ関係の概要 

 文献では，基本的なコンクリートの引張時の挙動とし

て図-1 に示すような一軸の引張応力－引張ひずみ関係

（
tt   関係）が示されている．

t が応力
tf に達する

と，応力が一定になる領域があり，さらにひずみが増加

して
tu を超えると，クラックが発生し，応力が関数

c

ttutf )/(  に従って開放されていく挙動が基本となっ

ている．係数 cは鉄筋コンクリートにおいては，配筋に

依存して与えられる．本研究も鉄筋コンクリートが対象

であり，文献で示された c = 0.4を用いる 8),9)．上記を基

本とし，クラックの判定は，その時のコンクリートの損

傷状態も考慮し，次式で与えられる． 

0.1)/(1  tf fR ．   (13) 

1 は最大主応力，
fR はコンクリートの挙動を制御する

破壊パラメータ 9)で表される引張強度の低減係数である．  

 クラックが発生するまでは，主応力を計算し，式(13)

によりクラックの判定を行う．クラック発生後は，クラ

ック面に垂直な方向（以下，クラック面方向と呼ぶ）の

直応力成分に，図-1 の引張応力－引張ひずみ関係を適

用する．クラック面方向の単位ベクトルを
1nとすると，

制御する応力およびひずみは次式で与えられる． 

1111 nεn 
T

t   

1111 nσn 
T

t  ．     
(14) 

ここで，εおよびσはそれぞれひずみテンソルおよび応

力テンソルを示す．なお，以下で複数のクラックの発生

について議論するが，2 つ目のクラック面方向の単位ベ

クトルを
2n ， 1nと 2n の両者に垂直な単位ベクトルを

3nとすることで直交座標系を設定する．対応する基準

となる座標系の直交単位ベクトルは，
1n ，

2n ，
3n と

する． 

 以下では，上述のようにクラック面方向の応力－ひず

み関係を制御するためのアルゴリズムを示す． 

 

(2) 実装アルゴリズムの概要 

 前節の挙動を実現するためのアルゴリズムの概要を示

す． クラックを考慮するには，2章で示した弾塑性テン

ソルに対して，下記の操作を付加する． 

①クラック発生前のコンクリートモデル（2 章）により

弾塑性解析 

②1 つ目のクラックの判定およびクラック発生時の主応

力方向からのクラック面の算定 

t

t

tensile strain

te
n
s
ile

 s
tr

e
s
s

tu

tf

tf fR

c

ttutf )/( 

 

図-1 引張時の応力－ひずみ関係の概要 
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③クラック発生後は，1 つ目のクラック面方向の応力

（クラック発生時は主応力）の正負より引張状態か圧縮

状態か検査 

④引張状態であれば，1 つ目のクラック面方向以外の弾

塑性テンソルの成分を保存し，クラック面の方向には，

前節の応力－ひずみ関係の適用（弾塑性テンソルの更

新） 

⑤更新した弾塑性テンソルで解析 

⑥2 つ目のクラックの判定およびクラック発生時の主応

力方向からのクラック面の算定 

⑦クラック発生後は，2 つ目のクラック面方向の応力

（クラック発生時は主応力）の正負より引張状態か圧縮

状態か検査 

⑧1つ目および 2つ目のクラックについて，引張状態で

あれば，クラック面方向以外の弾塑性テンソルの成分を

保存し，クラック面の方向には，前節の応力－ひずみ関

係の適用（弾塑性テンソルの更新） 

⑨更新した弾塑性テンソルで解析 

⑩3つ目のクラックの判定 

 

(3) 弾塑性テンソル更新に関する詳細なアルゴリズム 

 前節で示したようにクラックが発生した場合，弾塑性

テンソルを更新する（前節④⑧に対応）．これが，クラ

ックを考慮した解析のポイントとなる．この時の応力－

ひずみ関係は，塑性変形に依存するため，時々刻々の応

力－ひずみ関係の更新が必要である．また，クラックが

複数ある場合には，クラック面を考慮するための座標軸

の設定が必要になる．本節では，応力－ひずみ関係の更

新，複数クラック発生時の座標軸の設定，および，弾塑

性テンソルの算定について詳細に示す． 

a) 応力－ひずみ関係の更新 

 前節に示した応力－ひずみ関係は，ある一軸について，

単純な引張を受けた場合のものとなっている．実際には，

複雑な載荷パターンに対応する必要があり，図-1 で示

した応力－ひずみ関係のうち応力がゼロとなり，かつ，

ひずみもゼロである開始点（以下，応力－ひずみ関係の

原点と呼ぶ）が，クラック面方向の塑性ひずみによって

移動する 9)． 

クラック面方向は，クラックの発生まで特定できない

ため，式(13)によりクラックの発生の判定がされて，初

めてクラック面方向に設定すべき応力－ひずみ関係が決

まる．つまり，実装上は，クラック発生時に，クラック

面方向を算定するとともに，クラック面方向に関する塑

性ひずみまたは弾性ひずみから，応力－ひずみ関係の原

点を算定し，原点のひずみに応じて，図-1 に示した応

力－ひずみ関係を並行移動する．クラック発生後も，塑

性ひずみに応じて，図-1 に示した応力－ひずみ関係が

移動するため，圧縮状態から引張状態に変化する場合に

は，応力－ひずみ関係を更新するアルゴリズムが必要に

なる．  

引張から圧縮への移行は，引張応力が除荷され，クラ

ック面方向のひずみが同方向の塑性ひずみと一致するこ

とにより判定される．クラックが生じた際にも，引張応

力がゼロになるまで除荷した時に残留のひずみが残るが，

これは塑性ひずみとは異なると解釈される 9)． 

b) 複数クラック発生時の座標軸の設定 

クラックが 2つ発生した際には，2つのクラックが直

交するという仮定がおかれる 9)．クラック面の方向の応

力成分が大きいクラックをアクティブクラックとし，も

う一方のクラックはそれに直交するものとして再設定さ

れる．この仮定は，実際に発生するクラックがほぼ直交

することも条件であると考えられるが，直交させない場

合には，弾塑性マトリクスが陽に与えられないという問

題もあるものと推察される． 

まず，本論文で実装するアルゴリズムについて，2 つ

目のクラック発生の判定について示す．単純に主応力解

析を用いると，1 つ目のクラック面における応力が十分

に開放されていない場合，主応力の方向が 1つ目のクラ

ック面方向の応力に引きずられる．そのため，まず，1

つ目のクラック面方向の応力成分を除いた 1C
σ を次式で

算定する． 
T

t

C

11

1
nnσσ   ．   (15) 

ここでは，クラックの発生は，得られた応力 1C
σ から最

大主応力を算定し，式(13)を用いて判定することとした． 

 上記で得られる 2つのクラックは，一般には直交しな

いが，弾塑性マトリクスを算定する際には，上述の仮定

により直交するものと考えて処理をする．アクティブク

ラックに対して，もう一方のクラック面の方向を再設定

するには，アクティブクラック面の方向として
1nが，

もう一つのクラック面の方向として
2n （ただし，

021  nn ）が得られている時，
2n を次式で 2n  に補正

すれば良い．  

1212

1212
2

)(

)(

nnnn

nnnn
n




 ．   (16) 

3 つ目の単位ベクトル
3n は， 1nおよび 2n  に直行するも

のとして算定する．これにより，各要素において，クラ

ックに対応した座標系が定義された．なお，3 つ目のク

ラックは，
3n の方向の応力に対して判定をする．次節

以降，ここで得られた
2n  を

2n として説明する．  

c)弾塑性テンソルの算定 

クラックが発生し，かつ，引張を受けている場合，図

-1 に示した応力－ひずみ関係を満足するように，弾塑

性テンソルを算定することになる． これには，2章によ

り算定された弾塑性テンソルを前節で得られたクラック
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面に対応した 3つの単位ベクトルを用いて回転し，得ら

れる弾塑性テンソルの成分を制御すれば良い．つまり，

前節で示したように，回転した弾塑性テンソルに対して，

クラック面方向以外の弾塑性テンソルの成分は保存し，

クラック面方向の弾塑性テンソルの成分を引張応力－引

張ひずみ関係に合わせて更新する． 

実装するアルゴリズムとして，弾塑性テンソルのクラ

ック面に対応した座標系への回転は次式による． 

))()()(( lskrjqip

EP

ijkl

EP

pqrs cc nnnnnnnn  ． (17) 

これに対して，考慮すべきクラックが 1 つの場合 EPc1111


を，クラックが 2 つの場合はこれに加えて EPc2222
 を，次

式で更新する． 

1

1111

CEP Ec  ，   

2

2222

CEP Ec  ．     
(18) 

ここで 1CE および 2CE はそれぞれ各クラック面方向の応

力－ひずみ関係から得られる接線剛性である．また，本

検討では，これに対応して，例えば，1 つ目のクラック

に対するせん断剛性に関する成分を下記のように設定し

た． 

 Gcc EPEP 
31311212

．    (19) 

ここにGは弾性状態におけるせん断剛性であり， は

塑性状態およびクラックを考慮した際の剛性低下を与え

る係数として設定した．1 つ目のクラックに関係しない

成分（例えば， EPc2323
 など）は更新せず，その他の成分

はゼロにした．  

以上のように成分の更新を行った弾塑性テンソルを改

めて EP

ijklc とした時，元の座標系における弾塑性テンソ

ルは次式で得られる． 

))()()(( lskrjqip

EP

ijkl

EP

pqrs cc nnnnnnnn  ． (20) 

 以上で，再構築されたコンクリート構成則に対して，

クラックの影響を考慮できるように拡張した．ここで示

したアルゴリズムにおいては，テンソルの回転が最も計

算コストが高いが，これも，再構築前の構成則に見られ

た逆テンソルの計算に比べると，十分に小さな計算コス

トである． 

 

(4) 構成則の再定式化 

次に構成則の再定式化として，支配方程式を示す．前

節で算定した弾塑性テンソルを使用すれば，2 章で示し

たように，文献 7)と同様の再定式化が可能である． 

ここでは式(10)の記号と区別するため，クラックの影

響も考慮した場合の弾塑性テンソル EP
c  に対して，応

力増分を σd ，応力増分の補正項を **dσ と記述する．

構成則 εcσ d:d EP は次式で再定式化できる． 

**dd:d σεcσ  ． (21) 

ここで， 

εcεcσ d:d:d **  EP ． (22) 

少なくとも現段階では，式(11)で εc d:EP から式展開に

より εc d: を分離したような手法は得られていないが，

上述のように，2章と等価な再定式化である． 
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(a) 引張力のみをかけた場合 
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(b) 圧縮力をかけた後引張力をかけた場合 

図-2 実装した構成則の動作確認 
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(a) 応力－ひずみ（n：解析ステップ数） 
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(b) 最終ステップ応力と解析ステップ 

図-3 実装した構成則の収束性確認 
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(5) ソフトウェアでの動作検証 

 上述の構成則を ADVCluster のユーザー関数として作

成した．本節では，ソフトウェアにおける動作検証を行

う．解析においては，ある時間ステップ内での剛性は固

定している．つまり，時間ステップ内は線形として扱っ

ている．解の収束は，時間刻みを細かくすることによっ

てのみ得られる． 

6面体ソリッド要素 1要素を用いて解析を行う．要素

に対して，1 軸で引張力をかけた場合と，1 軸で圧縮力

をかけた後引張力をかけた場合，の 2ケースについて，

載荷軸における応力－ひずみ関係を示す（図-2）． 

前節までに示したように，引張載荷時には，ある応力

に達すると応力が頭打ちになり（クラック発生），その

後，応力が開放されていくという挙動となっている．ま

た，圧縮力を受けて塑性ひずみが発生する場合は，応力

－ひずみ関係の原点が塑性ひずみ分だけ移動して挙動す

ることも確認できた． 

次に，引張載荷を行った時の解の収束性を示す．文献

7)に倣い，応力－ひずみ関係により収束の傾向を示すと

ともに，載荷最終ステップの応力と解析ステップ数の関

係により詳細な収束性も示す．図の見易さを考慮し，図

-2 に示した解析より応力の解放の緩やかな条件を与え

た．ひずみが 0.001に至るまでの載荷ステップ数 nを 10

～1000000の間で 15パターン設定した．結果を図-3に示

す．まず，応力－ひずみ関係より，載荷ステップ数が

100 以上であれば，収束したと判断できると考えられる．

また，最終ステップの応力と載荷ステップ数（の逆数）

の関係から，載荷ステップ数の逆数 1/n の減少に合わせ

て（載荷ステップ数 nの増加に合わせて），応力が一定

の値に近づく傾向が見られる．文献 7)と異なり，1/n-σ

関係に多少の上下があるが，特に 1/n が小さい領域では

この関係は直線的であり，おおよそ収束の速さは 1/n に

比例すると考えられる．なお，1/n-σ 関係に多少の上下

が発生するのは，応力－ひずみ関係に上に凸の部分と下

に凸の部分が表れるためであると考えられる． 

以上で，コンクリート構成則 8),9)に示された圧縮・引

張の基本的な挙動に関する，大規模有限要素法のソフト

ウェアへ実装について示した． 

 

 

4. 原子炉建屋における動作検証 

 

 本章では，原子炉建屋の地表面より上の部分を模した

解析モデルを作成し，地震応答解析を実施する．これに

より，実際に CG法を基本としたソルバを用い，大規模

有限要素法を念頭に開発されたソフトウェアである

ADVClusterにおいて，文献 7)および上記で構築した構成

則が動作することを検証する．また，その際のスケーラ

ビリティを示すこと，および，解析実行時間の観点から

プログラムの実用可能性を検討することが目的である．

剛性マトリクスの条件数の悪化やひび割れの発生により

一部のプロセッサの計算量が多くなることが懸念される

問題である．なお，解析モデルについては下記に示すが，

1 章にも示したように，モデル化の検証等，解析の妥当

性に関わる部分については，本論文では扱わない．  

60m 80m

21m

 

(a) 全体図 

   

70m

 

(b) 断面図 

図-4 解析モデルの概要 
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（シェル要素）

150mm
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図-5 壁のメッシュ分割の概要 

 

表-1 材料特性 

ヤング係数

[N/mm2]
ポアソン比

密度

[ton/m3]

耐力
[N/mm2]

コンクリート 26130 0.2 2.13 36.8

鉄筋 205000 - - -  

表-2 解析規模 

節点数 要素数 自由度数

41419 36608 164535  
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(1) 解析モデル 

 図-4 に解析モデルの概要を示す．図に示したように，

全体として，円筒形の構造（頂部はドーム状）の下部周

辺を箱型の構造が囲むような構造をしている．箱型部分

は 60m×80mで高さが 21mとなっており，内部も RCの

壁および床・天井で構成されている．これは，実際の原

子炉建屋の主要構造部をデフォルメして作成したもので

ある．モデル化に際して，短辺側を X 方向，長辺側を

Y方向，高さ方向を Z方向とした．要素は六面体ソリッ

ド要素を基本としている． 

図-5に円筒形の構造から RC壁の一部を取り出し，モ

デル化について示す．壁の厚さは 1.1m で，鉄筋はかぶ

り 150mm の位置に縦・横に格子状に配筋されている．

壁の厚さ方向には，4 要素でメッシュを分割しており，

外側から鉄筋までを 1要素，鉄筋から壁の中心部までを

1要素で分割している．幅および高さ方向には 1.2mの要

素サイズとした．本研究では，鉄筋はシェル要素でモデ

ル化し，縦・横の引張・圧縮に対してのみ剛性を有する

（せん断・曲げには剛性を持たない）ものとして解析を

行う．剛性は，鉄筋比が整合する断面積を設定すること

で表現する．その他の壁・床についても，同様に厚さ方

向は 4要素で分割し，幅および高さ方向には 1.0m～1.5m

の要素サイズでメッシュ分割を行った．コンクリートお

よび鉄筋に設定した材料特性を表-1 に示した．鉄筋の

材料非線形性は設定していないが，本解析では鉄筋が降

伏応力に達していないことを解析後に確認している．コ

ンクリートの引張強度（図-1の ft）は圧縮強度の 1/10と

した．引張強度の低減係数 Rfは簡易に 0.8と設定した．

せん断剛性の剛性低下を与える係数（式(19)の α）は，

クラック後の剛性を考慮しない設定とするため 0.001 と

した． 

 解析モデルの規模について，表-2 に示した．大規模

な解析モデルとはなっていないが，CG 法のような高速

ソルバやソルバの並列化が使用できることが望ましい規

模の解析モデルである．目的とするスケーラビリティの

検討には使用できるものと考えた． 

本モデルの解析において計算効率を議論する際，場合

によっては自由度以上に問題になる点が，シェル要素に

よる CG法の効率の低下である 12),13)．これには，例えば

文献 14)に示すような検討や工夫が別途必要になり，実

際，本モデルでもこのような工夫を行うことで，数倍程

度，解析速度が向上することを確認している．本研究で

は，単純にコンクリート材料が CG法を用いたソルバで

解析可能か，スケーラビリティが得られるか，というこ

とに着目することとする． 

 

(2) 解析条件 

 境界条件として，モデル底面に地表面における地震波

を設定する．地震波は図-6に示すものであり，加藤波 15)

から X 方向の応答が比較的大きくなる 3 秒間（黒線

部）を用いる．3 秒間の入力波のうち，最初と最後の

0.2 秒間はテーパーを設定している．入力は 3 方向とし

た．時間刻みは 5/100000とし，6万ステップの解析とな

っている．  

 上記の解析ステップは，参照解として，非常に細かく

設定している．コンクリート構成則では，負の剛性に達

した瞬間，ひずみ増分が急激に大きくなる．さらに，ひ

ずみが発生すればするほど残差力も増えるため，収束計

算も困難な問題だと考えられる．実際に，文献 8)でを見

ても分かるように，コンクリート材料を使用する場合に

は，収束計算に関する様々な工夫が行われている．上記

は，参照解を得るための解析として，そもそも発生する

残差力を可能な限り小さく設定したものである．なお，

今回の計算では，参照解について 6万ステップの解析を

実行するのに，16コアの並列計算を行い， 約 63時間要

した． なお，使用した計算機の CPU は，Intel (R) Xeon 

(R) X5680  (2xHexa-Core, 3.33GHz)である． 
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図-6 入力波（加藤波の一部）           (a) 変位抽出点（構造を上から見た図）         (b) 各点の変位波形 

                            図-7 構造物の変位応答 
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(3) 解析結果 

 ここでは，解析結果を示すとともに，主に，有限要素

法を使用することの有効性を中心に示す． 

 図-7 に時刻歴の変位応答波形を示す．図-7(a)に抽出箇

所を示した．頂部以外は，構造物において同じ高さの点

である．抽出箇所の X 軸方向について，底面からの相

対変位を示すが，頂部以外の同じ高さの 3点は同一グラ

フ上にプロットする． 

ここで示した結果は，3 秒間の解析であるが，後述の

ようにコンクリート材料にクラックも発生し，負の剛性

も発生していることが確認されている．CG 法にとって

悪条件の問題ではあるが，本解析条件においては，解析

可能であることを示すことができた．結果を見ると，高

さ 70mの頂部においては，地表面から最大 2.41cmの変

形がある．また，残りの 3点の応答から，同じ高さであ

っても，地震応答が異なることが分かる．円筒状の構造

と相互作用が強い領域（円筒部の付け根付近）から，各

コーナーに向けて，地震応答が複雑に変化しているもの

と考えられる．床の地震応答は，設置する機器の地震安

全性の検討に利用できるが，有限要素法を用いることで，

質点系の解析とは異なり，限られた数点による検討では

なく，面的な検討が可能であることが示唆される．  

 図-8 には頂部の変位が最大となる時刻における変形

およびひずみコンター・応力コンターを示した．コンタ

ーはそれぞれコンクリートに働く上下方向の直応力

（ZZ 方向）を描いている．また，本論文で拡張したク

ラックの影響を見るため，クラックが発生したと判定さ

れた要素も可視化した．クラックが発生した円筒部の付

け根を見ると，ひずみが大きくなっているとともに，応

力は解放されることで小さくなっている様子が分かる．

また，非線形の程度の指標となるため，図-9 に構造内

部のクラックの分布を示した．構造内部においてもスラ

ブと壁の接合部付近を中心にクラックが発生している．

クラックが発生した要素数は 921であった． 

 クラックが発生した要素について，応力－ひずみ関係

を図-10 に示した．コンター図と同様，応力の ZZ 方向

成分についてプロットしている．また，図を見やすくす

るため，クラック発生前後の 1秒間を可視化した．ソフ

トウェアでは出力を 0.01 秒間隔で行っているため，プ

ロット点が少ないように見えるが，実際には，図の 200

倍の時間刻みで計算されている．本要素については，応

力－ひずみ関係が設定通りに計算されていると判断され

る． 

 鉄筋コンクリートの耐震壁は，一般にせん断力に抗す

るものであるが，上記のように引張も働いている．設計

計算においては，質点系モデルにおいて軸力の変動も考

慮されていると考えられるが，一般にはモデル化が難し

く，適用性も厳しいものと推察される．積層シェル要素

等を使用することも考えられるが，その際も，ある段階

で，このような詳細なモデルの解析により壁の内部にお

ける応力分布がシェル要素の適用性の範囲内にあるか，

    

クラックが発生
した要素

 

(a) ひずみ                     (b) 応力                 (c) クラック 

図-8 応力・ひずみおよびクラックの発生した要素の可視化 

 

 

図-9  建屋内部のクラック 
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図-10  クラックが発生した要素の応力－ひずみ関係 
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確認しておく必要があるものと考えられる． 

 以上により，実装した構成則について，比較的大きな

解析モデルを対象に，大規模有限要素法ソフトウェアで

の解析可能性を示すとともに，大規模有限要素法を適用

することによる有効性を示した． 

  

(4) 解の収束性 

 次に解の時間ステップに依存する収束性を示す．時間

刻みを，1/1000 秒，5/10000 秒，2/10000 秒，1/10000 秒，

5/100000秒（参照解）とし，上記の解析の初めの 1秒に

ついて計算を行った． 

まず，構造頂部における変位波形の比較を図-11 に示

す．時間刻みを 1/1000秒とした場合，今回の計算では解

の収束を得られなかった．時間刻みが 1/1000秒の場合，

解析が止まる前の段階でも，その他の結果と乖離が見ら

れる結果となった．時間刻みが 5/10000 秒以下の場合に

は，構造頂部の変位応答は収束しており，目視では，全

てのプロットが重なっているように見える． 

次に，クラックが発生した要素について取り出し，そ

の応力とひずみの ZZ 成分について，応力－ひずみ関係

を比較した（図-12）．ここでは，2/10000 秒以下の場合

に結果の収束が見られる，5/10000 秒では，解析結果は

得られるものの，若干の誤差が見られる結果となった． 

ここで，全体系での収束が局所的な収束よりも，粗い

時間刻みで得られるのは興味深い特徴である．局所的な

材料の非線形性に合わせて，全体系の時間刻みを決める

ことが非合理となる可能性もある．また，テクニカルな

問題としては，各構造計算の目標とする精度に合わせて，

時間刻みを設定できる可能性がある． 

本問題では，全体系での収束が得られる範囲なら時間

刻みを 5/10000 秒，各要素での収束が必要であれば時間

刻みを 2/10000 秒としておけば良いことが分かった．参

照解に比べて，前者であれば 10倍，後者であれば 4倍

程度，時間刻みを粗く設定できる．時間刻みが 5/10000

秒であれば，1秒間 2000ステップの解析を同様の計算機

16並列で，2時間 30分程度で実施可能である．  

 

(5) スケーラビリティ 

 解析のスケーラビリティを示す．一般のスケーラビリ

ティの検討と異なり，ある程度の非線形領域での計算も

考慮する必要があるため，上記と同様、クラックの発生

を含む 1秒間での解析を行った．時間刻みを 5/10000秒

とし，2000 ステップの解析について検討している．解

析時間は，非線形化の程度によって変わることが考えら

れるが，本検討では，上述のように，全体の要素数に対

して数%の要素にクラックが発生した条件での検討であ

る． 

 結果を図-13に示す．並列数が 16までは，ほぼ線形に

スケールする．並列数が倍になると 4割程度解析時間が

短縮される．また，並列数が 32 から，頭打ちの傾向が

見られた．これより，今回の環境においては，1 並列あ

たり 5000～10000 自由度程度まではスケールすると考え

られる． 

 時間刻みを 5/10000 秒とした場合，2 日程度で今回の

解析が可能であり，2/10000 秒とした場合でも 1 週間あ

れば解析可能であることが分かる．また，自由度が大き

くなる場合は，並列数を増やして，1 並列あたりの自由

度を 5000～10000 程度とすれば，1 ステップの計算は，

本検討とそれほど大きく乖離しないと考えられる．以上

により，大規模 RC構造物の詳細なモデルによる有限要

素法解析について，実用の可能性を示すことができた． 

 

 

5. おわりに 

 

本論文では，コンクリート構成則の再構築・再定式化

を行った研究 7)を受け，それを実際に大規模有限要素法

ソフトウェアに実装し，実際にある程度の規模の解析に
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図-11  構造頂部の変位応答の収束性 
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図-12  クラックが発生した要素における 

応力－ひずみ関係の収束性 
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図-13  解析のスケーラビリティ 
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適用し，その実用可能性を収束性と解析のスケーラビリ

ティから示したものである．大規模有限要素法ソフトウ

ェアに実装するにあたっては，コンクリート構成則を引

張によるクラックの表現が可能であるように拡張した．

クラックの影響を考慮することで，構成則としては，高

速ソルバとの併用がより困難な状態になったと考えられ

るが，基本的な挙動が表現できるとともに，原子炉建屋

を模した解析モデルにおいても，計算可能であることを

示した．また，解析例から，ソリッド要素による有限要

素法解析の有効性についても議論した． 

収束解を得るために，今回の解析モデルおよび地震荷

重に対しては，時間刻みを 5/10000秒ないしは 2/10000秒

程度とすれば良いことが分かった．これは，比較的細か

い時間刻みであると考えられる．これに対して，コンク

リート構成則を用いるような，数値解析にとって悪い条

件であっても，並列計算のスケーラビリティは得られる

ことを示した．本検討では，非線形化する要素数は全体

の数%に留まっているが，コンクリート構成則に起因す

る負剛性が発生しても，ただちにスケーラビリティが失

われる訳ではないことは示すことができた．本プログラ

ムでより非線形化の大きな場合の検討も行っているが，

CG 法の収束が極端に悪くなるような現象は発生してい

ないことは確認している．一方，スケーラビリティの検

討としては，厳密には，非線形化の度合いが大きな場合

も本論文と同等の議論が必要があるが，解析時間を長く

取る必要がある等，作業上の困難があることから，今後

の課題としたい． 

以上により，大規模な RCの構造物について，ソリッ

ド要素を基本とした詳細なモデル化により，構造計算が

実用的な時間内で可能であることを示すことができたと

考えている． 

今後は，周辺地盤も考慮し，大規模な数値解析モデル

を作成して，原子炉建屋の地震応答解析を行っていくこ

とを予定している． 
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Hiroki MOTOYAMA, Muneo HORI, Hiroshi AKIBA and Seizo TANAKA 

 
This paper tries to verificate the practicality of large-scale finite element method analysis using consti-

tutive relations of concrete, which is reformed by a previous study considering calculation cost, with the 

objective of scalability. Since in the previous study they aimed to use the constitutive relation model with 

fracture analysis,we needt to extend the constitutive relation model to consider the effect of tension crack. 

This paper first shows the implemented algorithm. In the next step, seismic response analysis of a virtual 

nuclear power plant building is tried. At last, the practicality of large-sale finite element method analysis 

of RC structures is shown by the study on scalability of calculation. 
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